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第 1 章は序論であって，環境社会システムの意義と本研究の枠組を述べている O
第 2 章では，既往の社会システムモデルとの比較から環境社会システムの要件を検討し，住民関与の
ある地域環境管理の事例を総合して，システム形成の過程をモデ、ル化している O また環境社会システム
の分析に関して，個人が環境に関与する時間を指標とする意義を家計経済学の観点から説明しているO
第 3 章では，資源を自足する閉鎖型環境では典型的な環境社会システムが成立するという仮説のもと
に，琉球王府時代の沖縄を事例として環境管理の体系を検討しているo その結果，生態系と人間活動と
の関連を背景として小空間単位の環境管理が行われ，生産から消費までの細部にわたりやや長期の時間
軸に関する営震や営林のルールが環境システムとして機能していたことを明らかにしているO
第 4 章では，与那国島を例として離島での建築代謝活動に着目し，市場，公共，協働，家計の経済領
域別に関与時聞を指標とする分析フレームを提示している。ついで，代謝様式の変化に伴う人間活動と
環境との相互作用を聞取りと実際調査とにもとづき検討しているO その結果，建築技術の近代化が住空
間の快適性の向上には寄与する一方間接的に必要な関与時間を増大し，社会的に不適応の状態をもたら
すことを見出し，関与時間を指標とする分析の有効性を実証しているO
第 5 章では，個人の環境意識と環境改善のための家計支出に関する調査結果にもとづき，直接的な時
間支出関与と高度技術への依存を両極とする環境社会システムを想定し，廃棄物処理事業への関与を事
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例として，住民がシステム代替案を選択する際の個人の意識と家計上の時間価格とを関係づける枠組を
提案している。この枠組にもとづき，上記の調査と廃棄物分別の実例とから，環境政策転換のインセン
ティヴ価格を求めている。
第 6 章では結論として，本論文の成果と今後の課題を述べているO
論文の審査結果の要旨
従来環境問題は，学術的には社会システムの外部条件として取扱われ，政策的には主として「公」の
立場から論じられてきた。しかし環境要素を他のシステムと同様に社会に内部化し，かっ「公J と「私」
を結合する「共」の領域での政策化をはかる目的で，最近提起された概念が環境社会システムである。
本論文は，住民レベルの諸行動が環境管理に直接・間接関与する場合の時間支出を主指標として環境社
会システム形成の条件を検討し，管理施策の代替案評価法を提案したもので，主な成果は次のように要
約できる O
(1) 環境社会システムの概念をあらためて整理し，住民関与のある多くの環境管理事例を社会システム
モデルと対比しながら，パスダイヤグラム法によって，環境危機，補助金，都市度，環境連関認識，
行政活力，市民活力の 7 要素が環境社会システム形成過程を支配していることを見出している。
(2) 資源自給型社会での原初的な環境社会システムを検討するため，琉球王府時代の農書，林政書，役
人の職務規定などを資源・環境の面から詳細に分析し，現在と将来の消費，更新性資源の回復期間，
資本財の耐周年数など長期時間軸をもっ共的システムが公の立場から誘導されていた実態を明らかに
している。
(3) 閉鎖環境での住民の時間的協働の効果を評価する目的で，与名国島での島民の建築関与の歴史的変
遷を刻明に調査し，原材料の確保から家屋の修理までを含む住宅の建設・管理に必要な直接労働時間
と間接時間支出を比較するモデルを提案し，市場経済原理の導入がかえって間接的時間消費を増大さ
せることを実証している。
(4) 集団回収や分別などを通じて環境社会システムの編成が図られつつある廃棄物処理事業について，
これと対極的な高度技術システムを含めた代替案に対する住民選好調査を行い，環境意識と家計での
時間価格がシステムの主要指標となることを明らかにしたうえで，実際例における公・私全体の関与
時間の総計の変化を求め，環境社会システムに経済的インセンティヴを与える時間価格の算出法を提
案しているo
以上のように本論文は，環境関与行動に関連する経済外的な意味での時聞を指標として，環境社会シ
ステムを体系的にとらえた最初の研究として位置づけられるもので，得られた成果は環境工学における
環境計画，環境管理の分野および環境政策の実際に寄与するところが大きい。よって本論文は博士論文
として価値あるものと認める。
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